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はじめに 











 アジア開発銀行（ADB）が 2009 年に刊行した“INFRASTRUCTURE for a 
SEAMLESS ASIA”（以下 ADB（2009））によれば、今後アジアが潜在的成長力を発











東洋大学 PPP研究センター紀要 No.4 2014 
22 
図表 1 アジアのインフラ投資ニーズ 8兆ドル（2010～2020年） 












「第一の波」は、フィリピンにおける 1990 年 BOT 法をはじめ、タイ、ベトナム、
インドネシア、カンボジアでの法律の制定が相次いでいる。BOTの用語を使用してい
ないが、基本的には事業は BOT 方式である。この 1990 年代の BOT 方式による民活
方式についての法律等が相次いで整備された時期と整理することができる。 
一方、「第二の波」は 2000年代以降の動向で、BOTに代わりより広い官民連携概念
である PPPを推進する動きと整理することができる。例えば、タイの 2008年 PPP枠
組みガイドライン（PDMO）及び 2009年 PPPタスクフォース設置、フィリピンの 2010
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次の「段階的成熟化市場（Coming to be Matured）」に分類できるのは、タイ、マ











                                                   




東洋大学 PPP研究センター紀要 No.4 2014 
26 







































































































































































PDF は、調査を請け負ったコンサルタントに対しても、自社が関与した PPP 導入
可能性調査を受けた入札が不調に終わればトラックレコードに大きなダメージを負う
こととなるため、実現可能性をはじめ調査の質を上げることが期待できる。質の高い



















６．ASEAN 共同体の設立と PPP  
１）ASEAN 共同体設立と ASEAN Connectivity 
 ASEANは、共同体の創設に向けて、2009年に”Roadmap for ASEAN Community 
2009-2015”を策し、経済（AEC）、政治・安全保障（APSC）、社会・文化（ASCC）
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７．アジア PPP の現状と課題 
１）全体の趨勢のまとめ 















































































 これらの 4 点のうち、①、②及び③は、ホスト国が、市場が受け容れる案件を形成
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階的転換、2）財政資金による案件形成支援（VGF）の導入等が挙げられる。後者とし




























































PTIIF の出資構成を図示すると図表 11 の通りとなっており、日本の三井住友銀行
（SMBC）が関与している。SMBCの2012年3月19日付ニュースリリース 及びPTPII
のウェブサイトによれば、2012 年 3 月に 190 百万米国ドルの出資を行っているほか、
SMBCから人材派遣も行うとしている。 
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